
チリ経済（2014年7月）
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(
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１．経済指標　
（１）経済活動指数（IMACEC）－前年同月比0.8％－
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消費者認識指数（右目盛）

6月のIMACECは前年同月比0.8％と予想（同2.6％）を大きく下回る結果となった。季節調整済前月比は▲0.8％となった。中銀によると，製造業，卸売業及び自動車が主なマイナス要因となった。
中銀アンケートによる7月IMACECの予想は前年同月比1.0％（中央値）となっている。
（２）消費－弱い動きとなっている－
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）

42.18

①6月の小売商業販売指数（実質，INE公表）は，前年同月比2.3％となった。同指数（除く車）は同4.3％となった。
②6月のスーパーマーケット販売額（実質，INE公表）は，前年同月比1.6％となった。
③6月の商業販売額（チリ商工会議所公表，サンティアゴ首都圏，暫定値）は前年同月比3.0％となった。
④6月の消費者認識指数（CIEN公表）は118.7と前月（126.0）から悪化した。現状指数（139.9），将来指数（111.2）もともに悪化となった。
⑤7月の新車販売台数は27,561台（前年同月比▲13.2％）と４か月連続で大幅なマイナスとなった。
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（３）鉱工業生産，電力－生産は弱い－
6月の工業生産指数は，前年同月比▲0.7％と再びマイナスに転じた。セクター別では，食料品・飲料品が同8.3％とプラスに大きく寄与したが，印刷・出版が同▲17.0％，一般金属が同▲13.3％，非金属鉱物製品が同▲9.7％，金属製品（除く機械）が同▲7.4％とマイナスに大きく寄与した。
6月の鉱業生産指数は前年同月比1.3％となり，うち銅も同1.2％となった。
6月の電力指数は前年同月比4.1％となった。
[image: image5.wmf]-

20.0 

-

10.0 

0.0 

10.0 

20.0 

30.0 

40.0 

2

0

1

0

年

N

1

月

�

2

0

1

0

年

N

7

月

�

2

0

1

1

年

N

1

月

�

2

0

1

1

年

N

7

月

�

2

0

1

2

年

N

1

月

�

2

0

1

2

年

N

7

月

�

2

0

1

3

年

N

1

月

�

2

0

1

3

年

N

7

月

�

2

0

1

4

年

N

1

月

�

工業生産

工業生産

(3

ヶ月移動平均

)

鉱業生産

鉱工業生産（前年同月比、％）


（４）企業の業況判断－大きく悪化している－
7月のIMCE（企業業況判断指数）は42.18ポイントと，中立点である50ポイントを大きく下回った。前年同月差は▲10.03ポイント，前月差は▲1.56ポイントとなった。内訳を見ると，鉱業が52.44（前月差▲1.79ポイント），建設業が29.49（同▲3.28ポイント），製造業が40.10（同▲0.61ポイント），商業が46.88（同▲1.55ポイント）といずれの業態も悪化した。
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（５）不動産－増加している－

6月の建築許可面積（INE公表）は前年同月比13.8％（３か月移動平均）と前月に引き続き大きなプラスとなった。内訳を見ると，住居が同30.9％と前月に引き続き高い伸びとなった一方で，非住居は同▲9.6％と引き続きマイナスとなっている。
（６）雇用－失業率は低水準で推移－
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4～6月期の失業率は6.5％と前月より0.2ポイント悪化した。前年同期比で見ると，労働力人口は132,627人増加（前年同期比1.6％），就業者数は100,771人増加（同1.3％），失業者数は31,857人増加（同6.2％）となった。セクター別の就業者数伸び率では，社会保健サービス（同8.7％）が大幅なプラスとなった一方，鉱業（同▲8.5％），金融サービス業（同▲7.1％），ホテル・レストラン（同▲6.2％）が大幅なマイナスとなった。
6月の賃金は，名目は前年同月比6.6％，実質は同1.8％となった。
（７）物価－上昇率は高くなっている－
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輸出入の動向

貿易収支

輸出

輸入

（百万ドル）

（前年同月比、％）

7月の消費者物価指数（総合）は，前月比は0.2％，前年同月比は4.5％となった。品目別に前年同月比の動きをみると，主に燃料（9.9％），アルコール飲料・タバコ（9.3％），レストラン・ホテル（7.7％），運輸（6.6％）が大きく上昇したものの，衣料品・靴（▲7.0％）が低下している。生鮮野菜果実及び燃料を除くコア指数は，前月比は0.2％，前年同月比は4.2％となった。
中銀アンケートによる8月の消費者物価指数（総合）の予想は前月比0.1％となっている。インフレ期待は1年後：3.0％（前月3.0％），2年後：3.0％（前月3.0％）と引き続き安定している。
6月の生産者物価（全産業）は，前月比は▲0.7％，前年同月比は1.7％となった。
（８）貿易－貿易黒字が継続－
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国際銅価格と銅在庫の推移

銅価格

銅在庫（ロンドン・

NY

・上海合計）

①7月の輸出額（FOB）は64.8億ドル（前年同月比2.2％）となった。内訳を見ると，鉱業品35.9億ドル（同0.2％），農林水産品3.7億ドル（同▲9.3％），製造業品25.2億ドル（同7.4％）となった。鉱業品のうち銅は32.8億ドル（同0.0％），銅を除いた輸出総額は32.0億ドル（同4.6％）となった。

②7月の輸入額（FOB）は61.0億ドル（前年同月比▲6.7％）となった。内訳（CIF）は，消費財17.1億ドル（同▲7.8％），中間財37.6億ドル（同6.8％），資本財10.0億ドル（同▲36.2％）となった。
③7月の貿易収支（FOB）は3.8億ドルの黒字となった。
（９）対日・中・韓貿易
①対日貿易（FOB）：6月の貿易額は，輸出額4.8億ドル（前年同月比▲35.8％），輸入額1.9億ドル（同▲4.4％），貿易総額では6.7億ドル（同▲29.2％）となった。

②対中貿易（FOB）：6月の貿易額は，輸出額13.4億ドル（前年同月比▲6.0％），輸入額10.6億ドル（同▲3.8％），貿易総額では24.0億ドル（同▲5.1％）となった。

③対韓貿易（FOB）：6月の貿易額は，輸出額5.3億ドル（前年同月比38.6％），輸入額1.9億ドル（同▲20.6％），貿易総額では7.2億ドル（同15.7％）となった。
２．市場の動き
（１）国際銅価格－横ばい－
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Observado

値（銀行間レートの加重平均値）

7月の国際銅価格は，1ポンド3.1820ドル（1日）で始まり，1ポンド3.2366ドル（31日）で終了した。前半は，Cochilco（チリ銅委員会）による中国における銅需要見通しの上方修正，銅供給不足の見通し等に伴い上昇基調にあったが，後半になると，中国不動産部門の見通し不安から銅需要後退が懸念されたことやインドネシアからの供給回復が見込まれる情勢になったこと等から値を下げ，前月末比2.6％で終了した。

7月の銅在庫は，251,545トン（1日）から276,836トン（31日）と前月に比べ若干増加となった。
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（２）為替－下落－

7月の為替は，1ドル552.72ペソ（1日）で始まり，1ドル570.51ペソ（31日）で終了した。前半はチリ経済の後退を示す統計の公表やチリ消費者物価指数が予想を下回ったこと等により下落傾向が続き，後半になってもチリ中央銀行による政策金利引き下げのほか，ウクライナ情勢に伴う危機感からドル買いが進行したこと等を受けてペソ安が継続した結果，前月末比19.91ペソのペソ安・ドル高で終了した。
（３）株価－横ばい－
7月のIPSA値（サンティアゴ主要株式指数）は，3,871.02ポイント（1日）で始まり，3,875.44ポイント（31日）で終了した。前半は税制改革の審議で政府・与党が合意を見せたことを受けて一時的に上昇したが，後半になるとウクライナ，イスラエル情勢に対する懸念やアルゼンチンの債務不履行問題に対する懸念等の影響を受けた形で小幅な下落が続き，前月末比0.0％で終了した。

３．経済トピックス
（１）最低賃金引き上げ法案の下院通過
7月2日，アルベルト・アレナス財務大臣，ハビエラ・ブランコ労働・社会保障大臣出席の下，下院財務委員会は，最低賃金調整法案を条文修正もなく全会一致で法案を可決させた。同日，法案は上院に送付された。同法案では，最低賃金を現在の21万ペソから，2014年7月1日より（遡及して）22.5万ペソに，2015年7月1日から24.1万ペソ，2016年1月1日から25万ペソへと段階的に引き上げることを法制化する。
（２）税制改革法案修正にかかる政府・与党の合意
7月9日，下院を通過した税制改革法案の上院における修正案が政府・与党間で合意に至った。中心となるのは法人税であり，原案の法人税率25％（現行20％からの引き上げ）および総合補完税を用いた現行課税制度に加え，2017年以降再投資収益基金（FUT）の廃止とともに法人税率を27％とする課税制度が追加される。
（３）中央銀行，政策金利を引き下げ
7月15日，チリ中央銀行は定例の金融政策決定会合において，政策金利を年率4.00％から0.25ポイント引き下げ，年率3.75％とすることを決定した。6月のインフレ率は4.3％に達し，名目賃金の伸び率が上昇する中，中長期の期待インフレ率は3％近辺で維持されている。最も可能性の高いシナリオは，インフレ率が数か月間ターゲットの上限を超え，その後ターゲットの範囲内に戻ることであり，その変動には注視を続ける，とした。

（４）カセロネス鉱山開山式
7月30日，4年間にわたる建設期間を経て，アタカマ州に位置し，パン・パシフィック・カッパー（77.37％）と三井物産（22.63％）という日本企業で構成されるルミナ・コパー社のイニシアティブとなるカセロネス鉱山が開山を迎え，安倍総理大臣，ウィリアムス鉱業大臣，パチェコ・エネルギー大臣出席の下で開山式が開催された。このプロジェクトのコストは最終的に42億米ドル以上となり，17億米ドルであった当初見積もりと比べ，147％増となった。
（５）コデルコ社の新総裁選出
7月31日，コデルコ社はネルソン・ピサロ氏（カセロネス鉱山の運営会社であるルミナ・コパー社の社長）を同社の新総裁に選出した。同氏は，鉱業分野でのプロジェクト管理，運営，設計，企画立案等で50年以上の傑出した経歴を有するチリ大学鉱山学部出身の技術者であり，ケラー前総裁の辞任後，本年6月13日から暫定総裁を務めてきたアラネダ氏に代わり，新総裁の任期開始となる9月1日以降国営鉱山企業の最高経営責任者となる。（了）                          
＜概要＞　景気は弱い動きとなっている。


消費は弱い動きとなっている。


生産は弱い動きをしており，企業マインドは大きく悪化している。


失業率は低水準で推移している。


消費者物価の上昇率は高くなっている。


貿易は黒字が継続している。


銅価格，株価はいずれも横ばい，為替は下落となった。


先行きについては，米国金融政策などの動向を注視する必要がある。また，銅価格及び


為替の動向が国内経済に与える影響には引き続き留意する必要がある。
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